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中央区環境行動計画2018改定方針（案） 

 

１ 改定の趣旨 

 平成30年３月に策定した「中央区環境行動計画2018」(現計画)は、令和４年度末を

もって前期期間が満了する。この間の国内外の情勢変化や、令和３年3月に本区が行っ

た「ゼロカーボンシティ中央区宣言」を踏まえ、脱炭素社会に向けて地球温暖化の「緩

和策」をより強力に進めるとともに、地球温暖化への「適応策」の推進を図るため、現

計画を改定し、「(仮称)中央区環境行動計画2023」(新計画)を策定する。なお、本改定

に伴い、現計画に基づく進捗評価は令和４年度に終了し、以降の進捗評価は新計画に基

づき行う。 

 

２ 策定時期 

 令和５（２０２３）年３月 

 

３ 計画期間 

 令和５（２０２３）年度から令和１４（２０３２）年度までの１０年間 

 

４ 改定の視点 

（１）ゼロカーボンシティ中央区宣言の反映 

 本区においては令和３年３月に「ゼロカーボンシティ中央区宣言」を宣言したとこ

ろであり、「2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」の目標達成を見据えた計画と

し、現計画の基本目標１に該当する「地方公共団体実行計画(区域施策編)」の二酸化

炭素排出量削減目標についても見直しを行う。 

（２）地域気候変動適応計画の包含 

気候変動適応法第1２条に基づく「地域気候変動適応計画」を包含する計画とする。 

（３）SDGs の反映 

各基本目標および各施策に関連する SDGs の目標を明記する。 

（４）改定関連計画の反映 

  「緑の基本計画」(2019年～)、「中央区役所温室効果ガス排出抑制実行計画」(2021

年～)、「一般廃棄物処理基本計画2021」(2021年～)の反映を行い、整合を図る。 
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５ 「(仮称)中央区環境行動計画2023」の位置づけ 

 別紙１参照 

 

６ 改定スケジュール 

 別紙２参照 

 

７ 関連法令等 

環境基本法 

第７節 地方公共団体の施策 

第36条 地方公共団体は、第５節に定める国の施策に準じた施策及びその他のその

地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた環境の保全のために必要な施策

を、これらの総合的かつ計画的な推進を図りつつ実施するものとする。この場合に

おいて、都道府県は、主として、広域にわたる施策の実施及び市町村が行う施策の

総合調整を行うものとする。 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律 

（地方公共団体の施策） 

第19条 

２ 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画を勘案し、そ 

の区域の自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出の量の削減等のための総 

合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施するように努めるものとする。 

 

気候変動適応法 

  (地域気候変動適応計画) 

第12条 都道府県及び市町村は、その区域における自然的経済的社会的状況に応じ 

た気候変動適応に関する施策の推進を図るため、単独で又は共同して、気候変動 

適応計画を勘案し、地域気候変動適応計画(その区域における自然的経済的社会 

的状況に応じた気候変動適応に関する計画をいう。)を策定するよう努めるものと

する。 
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